	参考様式

	－
	実務経験証明書

	－
	住民への周知措置報告書

	－
	宅地造成及び特定盛土等規制法に違反していない旨等の誓約書

	－
	暴力団等に該当しない旨の誓約書

	－
	委任状


（参考様式） 【実務経験証明書】
実務経験証明書
下記の者は、土木、建築又は宅地開発に関する技術に関し、下記のとおり実務の経験を有することを証明します。

　　　年　　　月　　　日
証　明　者　  職　　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　　　　名　　　　　　　　　　　　　　　印

記

	被証明者氏　　名
	
	生年月日
	大正

昭和　　年　　月　　日

平成
	証明期間
	年　　月から

年　　月まで

	職　　名
	主 な 経 験 の 内 容
	期　　間

	　　　　　　　　　　　　
	
	年　　月から

年　　月まで

	　　　　　　　　　　　　
	
	年　　月から

年　　月まで

	　　　　　　　　　　　　
	
	年　　月から

年　　月まで

	　　　　　　　　　　　　
	
	年　　月から

年　　月まで

	　　　　　　　　　　　　
	
	年　　月から

年　　月まで

	　　　　　　　　　　　　
	
	年　　月から

年　　月まで

	　　　　　　　　　　　　
	
	年　　月から

年　　月まで

	　　　　　　　　　　　　
	
	年　　月から

年　　月まで

	合　　計
	　年    　か月


（裏面）

「実務経験証明書」記入上の注意
１　「技術士」で技術部門を建設部門、農業部門（選択科目「農業農村工学」）、森林部門（選択科目「森林土木」）、又は水産部門（選択科目「水産土木」）とする方、「一級建築士」である方はこの証明書は不要です。

２　この証明書は、証明者が証明することができる期間のみ一枚にまとめて記載してください。 
　　証明者が異なる場合には、二枚以上に書き分けてください。 
３　各欄の記入手順

  (1) 証明年月日は、証明者が証明した日を記入してください。               
(2) 「証明者」は、あなたが「職名」欄に記載した役職を管理すべき役職にある方です。

例えば、会社であれば「代表取締役」「○○支店長」等、公務員の場合は「首長」「××部長」「○○課長」等です。

なお、証明者自筆の署名がある場合には、捺印の必要はありません。                                           
(3) 「証明期間」欄は、月単位で記入するものとし、その初日が毎月の１日でないとき

は、最初の月数を参入しないでください。

(4) 「職名」欄は、具体的に（例えば「××部○○課△△係技術吏員」「××部○○課△△係事務職」等）記入してください。

(5) 「主な経験の内容」欄は、具体的な業務の名称を、概ね２年毎に一つ以上記載してください。

（参考様式） 【住民への周知措置報告書】
住民への周知措置報告書

	周知を行った者
	

	周知措置の方法
	□説明会の開催（各対象者への個別対面説明を含む）
□書面の配布（□隣接地　　□境界から　　mの範囲　　□町内会）
□工事内容の掲示及びインターネットを利用した閲覧

	周知期間・
説明会開催日時
	

	説明会開催場所
	

	説明会参加人数
	

	配布範囲・
掲示場所
	

	質問意見及び
回答対応
	

	備　　考
	


注意　１ 周知措置の方法により、該当する欄を記載すること。なお、複数の方法により周知を行っている場合は、その方法ごとに報告書を作成すること。
２ 周知の対象者が分かる資料及び周知に使用した資料を添付すること。
３ 説明会開催場所、書面の配布範囲、掲示場所等が分かる資料を添付すること。
（参考様式） 【誓約書(法に違反していない旨等)】

宅地造成及び特定盛土等規制法に違反していない旨等の誓約書
私（当法人・当組合を含む。）は，宅地造成及び特定盛土等規制法（以下「本法」という。）に基づく許可申請を行うに当たって，次の事項について誓約します。

この誓約が虚偽であり，又はこの誓約に反したことにより，当方が不利益を被ることになっても，異議は一切申し立てません。

１ 私（当法人・当組合を含む。）は次のいずれにも該当しません。

(1) 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

(2) 本法又は本法に基づく処分に違反し，罰金以上の刑に処せられ，その執行を終わり，又は執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者

(3) 本法第１２条，第１６条，第３０条又は第３５条の許可を取り消され，その取消しの日から５年を経過しない者（当該許可を取り消された者が法人である場合においては，当該取消しの処分にかかる行政手続法第１５条第１項の規定による通知があった日前６０日以内に当該法人の役員であった者で当該取消しの日から５年を経過しないものを含む。）

２　１の誓約事項に反した場合又は誓約が虚偽であった場合，許可取消しの措置を受けたときは，これに異議なく応じます。

年 　　月 　　日

（あて先）八戸市長

申請者

住 所
氏 名

（法人・組合にあっては名称及び代表者の職氏名）
（参考様式） 【誓約書(暴力団等)】
暴力団等に該当しない旨の誓約書

私（当法人・当組合を含む。）は，宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく許可申請を行うに当たって，次の事項について誓約します。

この誓約が虚偽であり，又はこの誓約に反したことにより，当方が不利益を被ることになっても，異議は一切申し立てません。
また、当方の個人情報を警察に提供することについて同意します。

１　私（当法人・当組合を含む。役職・氏名等は次表のとおり。）は次の(1)から(4)までのいずれにも該当しません。
	役職
	氏名
	生年月日
	住所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


注）　法人又は組合の場合は，役員の役職・氏名等についても記載してください。

(1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）

(2) 暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者

(3) 法人又は組合であって，その役員のうちに(2)に該当する者があるもの

(4) 暴力団員等がその事業活動を支配する者

２ １の誓約事項に反した場合又は誓約が虚偽であった場合，許可取消しの措置を受けたときは，これに異議なく応じます。

年　　　月　　　日

（あて先）八戸市長

申請者

住 所

氏 名

（法人・組合にあっては名称及び代表者の職氏名）
（参考様式） 【委任状】
委　　　任　　　状

年　　月　　日

委任者（許可申請者・届出者）

住　所

氏　名

　　　
私は次の者を代理人と定め，下記の権限を委任します。

（代理人）

住　所

氏　名

記

宅地造成及び特定盛土等規制法第　　条　　項の規定に基づく許可申請又は届出に関する一切の権限

注　委任者の印は，印鑑登録したものを使用し，印鑑登録証明書又は印鑑証明書を添付してください。

